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1. はじめに 
 東日本大震災以降、電力供給問題が盛んに議論される中

で、今後の電力供給には CO2を排出しないだけでなく、次

世代に渡って安心・安全に利用できる再生可能エネルギー

の利用が重要な課題として位置づけられた。 
 研究対象地域である室蘭市は、溶鉱炉から生成される副

生水素の有効利用、風力発電、マイクロ水車発電、製鉄所

の廃熱利用（トランスヒートコンテナを用いた社会実験；

2009、2010 年）などのエネルギー先進地域である。そして

地形上、母恋（日本製鋼所）、輪西（新日鉄）、本輪西（JX
日鉱日石）など、沢ごとのエネルギー循環型コミュニティ

が構想されている。 
 本研究は、1）家庭用燃料電池と水素燃料電池自動車の導

入による自立型コミュニティの成立可能性をシミュレーシ

ョンするとともに、2）沢ごとに形成されるエネルギー循環

型コミュニティが織り成す、「クリ－ンネックレス（各コミ

ュニティを玉として、これが連なって構成される市全域の

ネックレス）」の効果と課題を考察することが目的である。 
 
2. 家庭用燃料電池の導入効果 
2.1 算出モデルの構築 
今回の分析では、2003 年度に実施された全国の住宅にお

けるエネルギー消費量測定調査結果 1)の中から、北海道の

戸建住宅 9 戸で測定されたデータを使用する（図－1）。オ

ール電化住宅はこの中の戸建 1、2 だったことからその平均

値を用い、一般住宅・家庭用燃料電池住宅（以下、燃料電

池住宅とする）は戸建 3～9 の平均値を用いることとした。 
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図－1 戸建住宅のエネルギー消費量（2003 年、北海道） 
なお、住宅モデルは、宇田川（1985 年、建築学会）が提

案した住宅の標準モデル 2)を用いた。 
（１）燃料電池住宅 
家庭用燃料電池（以下、燃料電池とする）は 2003 年度に

導入された灯油改質型で、発電と同時にコージェネレーシ

ョンシステムで加温された水を給湯分として利用するタイ

プのものを使用する。この時、燃料電池が冷暖房換気、厨

房分以外の電力使用量を最大で60%を賄えるとして設定し

たが、実際に電力使用量の何割を賄えるかについては各家

庭の時間毎の電力使用量が異なるため、10～60%までを

10%刻みでそれぞれ算出することとした。 
（２）一般住宅 
 冷暖房換気、給湯にかかるエネルギー消費は灯油を燃料

とする機器、厨房にかかるエネルギー消費は都市ガスを燃

料とする機器を使用することとし、その他の用途分は電気

によって賄われることとした。 
（３）オール電化住宅 
オール電化住宅は、エネルギー消費にかかるすべてを電

気で賄うものとした。 
以下、表－1 に使用燃料の詳細設定をまとめる。 

表－1 用途ごと使用燃料の設定 
一般住宅

冷暖房換気

給湯

照明 電気

厨房 ガス

冷蔵庫

娯楽・情報

家事衛生

その他

灯油

電気

電気

　燃料電池※１

※１:不足時には商用
電力を用いる

燃料電池住宅

灯油

燃料電池
ただし、不足時は灯油

　 燃料電池※１

ガス

オール電化住宅

 
 
2.2 分析方法 
ランニング時と電力・使用燃料のライフサイクル 3)にお

ける CO2排出量とエネルギー消費量の算出を行う。ただし

使用する機械の製造、運用時の保守・点検、廃棄時の値に

ついてはデータ入手が困難であったことから今回は考慮し

ない。また今回の分析では使用機器によってどの程度の差

異があるのかを明らかにするため、エネルギー消費量は一

定とする。機器の効率については考慮しないが、ガス機器

に関しては影響が大きく無視できないため考慮する。なお、

算出過程においてはジュール [J]単位の数値とそれを

1kWh=3.6MJの換算式で kWh換算したものの両方を用いる。 
以下にCO2排出量及びエネルギー消費量の算出式を示す。  

（１）年間 CO2排出量 
CO2fc=eco2×Pfc +Oco2×P1+gco2×P2+Co×P3+CT×P4     （1） 
CO2no=eco2×Pno+Oco2×P5+gco2×P2+Co×P6+CT×P4     （2） 
CO2ae=eco2×Pae                （3） 

CO2fc： 燃料電池住宅の総 CO2排出量 
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CO2no： 一般住宅の総 CO2排出量 
CO2ae： オール電化住宅の総 CO2排出量 

Pfc： 燃料電池住宅の電力消費量 
Pno： 一般住宅の電力消費量 
Pae： オール電化住宅の電力消費量 
P1： 燃料電池住宅の灯油燃焼量 
P2： 燃料電池住宅及び一般住宅の都市ガス燃焼量

P3： 燃料電池住宅の灯油使用量 
P4： 燃料電池住宅及び一般住宅の都市ガス使用量

P5： 一般住宅の灯油燃焼量 
P6： 一般住宅の灯油使用量 

eco2： 北海道電力の CO2排出原単位 
Oco2： 灯油燃焼時の CO2排出原単位 
gco2： 都市ガス燃焼時の CO2排出原単位 
Co： 灯油精製段階での CO2排出原単位 
CT： 都市ガス精製段階での CO2排出原単位 

（２）年間エネルギー消費量 
Efc=Pfc+Eo×P3+ET×P4                                        (4) 
Eno=Pno+Eo×P6+ET×P4                          (5) 
Eae=Pae                                       (6) 

Efc： 燃料電池住宅の総エネルギー消費量 
Eno： 一般住宅の総エネルギー消費量 
Eae： オール電化住宅の総エネルギー消費量 
Eo： 灯油精製段階での単位エネルギー消費量 
ET： 都市ガス精製段階での単位エネルギー消費量 

 
2.3 分析結果及び考察 
図－2、図－3 に計算結果を示す。両図とも横軸は電力消

費量に対する燃料電池からの電力供給割合を表している。 

10

13

15

18

10 20 30 40 50 60

燃料電池 一般住宅 オール電化

電力消費量に対する燃料電池電力供給割合（％）C
O
2
排

出
量

（
ｔ

-
C
O
2
/
年

・
戸

）

 

図－2 各住宅における年間 CO2排出量 
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図－3 各住宅における年間エネルギー消費量 

まず図－2 を見ると、一般住宅、燃料電池住宅、オール

電化住宅の順に CO2排出量が少なくなっており、燃料電池

の導入割合が 60%になると、オール電化住宅に匹敵するほ

どの CO2削減効果を得ることがわかる。 
次に図－3 を見ると、燃料電池からの電力供給割合が

10%の段階で既にオール電化住宅とほぼ同等、そこから供

給割合が増えるごとに年間エネルギー消費量がさらに少な

くなることがわかる。このことから、電力にかかる CO2排

出量より燃料にかかる CO2排出量の方が大きいこと、そし

て燃料電池を使用することによってCO2排出量とともにエ

ネルギー消費量が減少することが明らかとなった。 
 
3. 水素燃料電池自動車の導入効果 
3.1 算出モデルの構築 
 モデル構築にあたり、ガソリン自動車は国土交通省のデ

ータベースを参考にし、水素燃料電池自動車(以下、燃料電

池自動車とする）は水素の取得方法が違う場合を考えて導

入効果を比較する。ただし自動車の性能自体は同等 4)と考

えて表－2 のように設定した。 
表－2 算出モデルの設定 

年間走行距離（km） 実走行燃費（km/L） 年間走行距離（km） 燃費（km/Nm3）
10000 9.6 10000 9.6

ガソリン自動車 燃料電池自動車

 
 
3.2 分析方法 
 本研究では走行時における CO2排出量（Tank-to-Wheel）
だけでなく、一次エネルギーの採掘から精製、輸送、製造、

そして燃料タンクに充填されるまで（Well-to-Tank）を含ん

だ Well-to-Wheel の CO2 排出量、エネルギー消費量を比較

しながら考察する（図－4）。 

 
図－4 CO2排出量の算出プロセス 

自動車に関しても製造、運用時の保守・点検、廃棄に関

してのデータ入手が困難だったため考慮していない。算出

に必要な各燃料におけるCO2排出原単位 3)は表－3に示す。 
表－3 燃料精製段階での CO2排出原単位

アルカリ水電解 2.36[kg/Nm
3
] 0.219[kg/MJ]

灯油 1.72[kg/Nm3] 0.160[kg/MJ]

ガソリンからの水素取得 1.91[kg/Nm3] 0.177[kg/MJ]

LPG 1.45[kg/Nm3] 0.134[kg/MJ]

メタノール 1.57[kg/Nm3] 0.146[kg/MJ]

天然ガス（オフサイト） 1.43[kg/Nm
3
] 0.133[kg/MJ]

天然ガス（オンサイト） 1.43[kg/Nm
3
] 0.133[kg/MJ]

燃料精製方法 CO2排出原単位

ガソリン精製 0.368[kg/L] 0.0114[kg/MJ]

COG（コークスガス） 0.62[kg/Nm3] 0.0574[kg/MJ]

 
※オンサイト…水素ステーションで水素を製造する。 

オフサイト…大型プラントで水素を製造し、水素ステーション

に輸送する 

なお、燃料電池自動車の Tank-to-Wheel 時には CO2 が発

生しないとして年間の CO2排出量、エネルギー消費量を算

出している。算出式は以下に示す。 
CO2ww=CO2tw+CO2wt                      (7) 
ENE=E×R/M                           (8) 
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CO2ww： 各自動車の年間 CO2排出量 
CO2tw： 各自動車走行時の年間 CO2排出量 
CO2wt： 各燃料精製時の年間 CO2排出量 
ENE： 各自動車の年間エネルギー消費量 

E： 各燃料１MJ 精製時におけるエネルギー消費量 
R： 各自動車の年間走行距離 
M： 各自動車の走行燃費 

 
3.3 分析結果及び考察 
図－5、図－6 に算出結果を示す。年間の CO2排出量を見

ると、燃料電池はどの燃料から水素を取得してもガソリン

自動車より CO2排出量が削減されると判明した。ただし、

燃料の取得方法によってその減少量が 0.4～2.2 トンと大き

く異なるため、水素の取得方法は考慮する必要がある。 
一方、図－6 よりエネルギー消費量はガソリン自動車が

最も少ない結果となった。この要因としては、水素製造時

にかかる電力消費量が大きいため、トータルでのエネルギ

ー消費量が上がることが挙げられる。従って、新たに水素

エネルギーを生成し燃料電池自動車に用いる場合には、燃

料製造時にかかるエネルギー消費量を減らす必要がある。 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

ガソリン自動車
COG（燃料電池）

天然ガスoff（燃料電池）
天然ガスon（燃料電池）

LPG（燃料電池）
メタノール（燃料電池）

灯油（燃料電池）
ガソリン（燃料電池）

アルカリ水電解（燃料電池）

Well-to-Tank

Tank-to-Wheel

年間CO2排出量（kg-CO2/年）  
図－5 自動車一台あたりの CO2排出量 
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図－6 自動車一台あたりのエネルギー消費量 
 

3.4 室蘭市における水素エネルギーの循環利用 
(１) 副生水素利用時の自動車比較 
室蘭市の新日本製鐵のコークス炉からは、コークスガス

由来の副生水素が得られる。このガスを気体のまま室蘭市

内で燃料電池自動車に活用した場合、気体としての利用や

輸送にかかるコストのロスがなくなり、より高い効果を持

つことができる。図－7、図－8 にその算出結果を示す。 
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図－7 室蘭市における自動車の CO2排出量 
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図－8 室蘭市における自動車のエネルギー消費量 

 室蘭市においてコークスガス由来の副生水素を利用した

場合の CO2排出量は、ガソリン精製時にかかる CO2排出量

とほぼ同じくらいになり、全体としてはガソリン自動車の

1/6 以下になった。エネルギー消費量に関しても、ガソリ

ンにかかるエネルギー量により近い値となり、実用化する

には適した環境であるといえる。 
 
(２) 室蘭市における導入効果 

 室蘭市新日本製鐵の年間副生水素量はおよそ 1356 万

Nm3である。これを燃料電池自動車 1 年あたりの平均消費

エネルギーで換算すると、約 13000 台分のエネルギーに相

当する。 
この副生水素を使用し、燃料電池自動車を走行させると

ともに、燃料電池で 60%の電力を賄っている住宅と併用し

た場合の効果を求める。それぞれガソリン自動車、一般住

宅との差を使用し、燃料電池自動車及び燃料電池利用住宅

を増加させる場合の分析を行う。以下に CO2削減量、エネ

ルギー消費量の算出式を示す。  
CO2to＝CO2gf×c +CO2nf×h              (9) 
ENEto= Efg×c + Efn×h              (10) 

CO2to：
燃料電池、燃料電池自動車を導入した場合の 
CO2削減量 

CO2gf： ガソリン自動車と燃料電池自動車の CO2排出量差 

CO2nf： 一般住宅と燃料電池住宅の CO2排出量差 

ENEto：
燃料電池、燃料電池自動車を導入した場合の 
エネルギー消費量 

Efg： 燃料電池自動車とガソリン自動車のエネルギー消費量差 

Efn： 燃料電池住宅と一般住宅のエネルギー消費量差 

c： 燃料電池自動車導入台数  

h： 燃料電池利用世帯数  

CO2削減量（ｔ-CO2/年）
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図－9 総 CO2削減量及び総エネルギー消費量 
図－9 より、燃料電池自動車 1 台普及するごとにエネル

ギー量は増加するものの、燃料電池住宅 1 世帯当たりのエ

ネルギー減少量の方が大きいため、年間エネルギー量はほ

ぼ相殺されることがわかる。また、13000 台の燃料電池自

動車を走らせることでかかるエネルギー増加量を補うため

には、およそ 2000 世帯の燃料電池住宅が必要であり、この

時の CO2 削減効果はおよそ 4 万 t に及ぶ。これは室蘭市の

年間CO2排出量34万 tに対しておよそ12％にも匹敵する。 
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4. エネルギー循環型コミュニティが織り成す 
「クリーンネックレス」の構築可能性 

4.1 地域の実情に合った再生可能エネルギー 
東日本大震災を機にエネルギーの地産地消、自立分散化

の流れが加速している。太陽光や風力、バイオマス、地熱、

水力など、地域の実情に合った再生可能エネルギーの活用

を進め、情報技術で地域全体のエネルギー消費を最適化し、

コンパクトで自立的なエネルギー需給網を構築する試みで

ある。スマ－トグリッドをはじめとする新たな電力需給網

の構築や、地域コジュネレ－ション（熱電併給）など、要

素技術を統合して都市全体を快適に省エネするスマ－トシ

ティも、横浜市や北九州市などで始まっている。ここで重

要な点は、各レベルで最適なエネルギー制御をするだけで

なく、マイクロ水車や風力発電、太陽光パネルなど、創エ

ネシステムと系統電力を組み合わせることで、電力や熱を

地域内で融通しあうことが可能になることである。 
今後、不安定な自然エネルギーを大規模集中型の電源と

調和させるためには、地域や家庭、仕事場における蓄電池

の普及が必須である。また、水素自動車や電気自動車のバ

ッテリ－を活用してデマンドレスポンス（需要応答）に対

応する「ビークル・トゥ・ホーム」や「ビークル・トゥ・

ファクトリー」といった新たなビジネスモデルの構築も重

要になるだろう。これらの新しい流れの実現には、多くの

需要家が積極的にエネルギー需給網に参加することが必要

であり、多様なエネルギーを作って融通し合うネットワー

クが重要である。 
問題は、こうした仕組みづくりと投資資金の調達である。

それぞれの分野において個別の産業特性に由来する問題が

あるため単純比較は難しいが、規制改革によって事業者は

参入、撤退や料金設定、経営多角化などの面で自由裁量権

を獲得しているが、依然として社会的生活維持の性格が強

く残っているために、公共性を重視しなければならないケ

－スが多いのも現実である。その一方で、将来の投資資金

確保に工夫を加えた新しいビジネスモデルも模索されてい

る。そこでは、外国企業やエクイティ・ファンドによる買

収、それに対する防衛措置の検討、環境問題への取り組み

など、新たな課題も指摘されている。 
エネルギーの地産地消、自立分散化の流れは、今後さら

に多様なビジネスモデルとして市場に参入してくるだろう。

これを迎え入れる地方自治体においては、インフラ保有主

体に対するリスク負担の考え方の転換が必要である。従来

はほぼ全面的に公益事業（公的部門）が需要リスク・経営

リスク・管理リスクなどを負担していたが、この場合固定

的・画一的になりやすい。地域の実情に合った再生可能エ

ネルギーの活用を進めてゆくには、多様な主体がリスクを

少しずつ負担することが重要である。公的部門のリスクを

民間部門へ転移するという発想は、経営権の移転でもある

ことを公共部門が認識し、収支均衡の経営政策や収益の留

保などの点で、インフラを保有する自治体やコミュニティ

などに一定の考え方の転換が要請されることだろう。 
 
4.2 室蘭市の「クリーンネックレス」の構築可能性 
図－10 は、室蘭市の沢ごとに形成されるエネルギー循環

型コミュニティが織り成す、「クリーンネックレス」のイメ

ージを示したものである。 
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図－10 室蘭市クリーンネックレス 

本研究の 3 章で示したとおり、クリーンネックレスを構

成する室蘭市において、コミュニティレベルの実情に合っ

た再生可能エネルギーの有効性は明らかである。 
今後問題となるのは、地域や家庭、仕事場で作ったエネ

ルギーを地域で融通し合うネットワ－クづくりである。し

たがって、室蘭市の工場群にある副生水素や廃熱も含め、

使われていない地域エネルギーを発見・共有化・活用する

仕掛けとしての「クリーンネックレス」構想の意義は大き

いといえるだろう（図－11）。 

  
図－11 室蘭市における水素エネルギーモデル構想 

 
5. おわりに 
本研究は、室蘭市を対象にして、家庭用燃料電池と水素

燃料電池自動車の導入による自立型コミュニティの成立可

能性をシミュレーションするとともに、沢ごとに形成され

るエネルギー循環型コミュニティが織り成す、「クリーンネ

ックレス」の効果と課題を考察したものである。本研究か

ら明らかになった点は以下のとおりである。 
１）燃料電池の導入により、1 家庭において最大 3.6 トン/

年の CO2が削減できる。 
２）室蘭市において、燃料電池自動車の導入により 1 台当

り 2.4 トン/年の CO2が削減できる。 
３）東日本大震災を機にエネルギーの地産地消、自立分散

化の流れが高まっており、室蘭市の「クリーンネック

レス」構想は北海道における先進事例になる可能性が

ある。 
今後の課題は、さらに地区ごとにあったエネルギー施策、

コミュニティにあったデザインを検討することである。 
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